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岩手県における土壌生産性からみた今後の稲作

黒　　沢　　順　　平

（岩　手県　負託）

岩手県は産米50万ナソ達成推進事業を計画し，昭和42

年度から実施している。それは，土地生産性，および労

働生産性の飛躍的向上と農業所得の増大を期そうとする

もので．その増産目標は，最近における水田の県平均10

α当り収量433軸を，昭和46年までに52うね（約2割増）

にひきあげるとともに，11，000加以上の水田造成等によ

り，県産米を50万トソ忙しようとするものである。

この増産日額達成のためには数多くの困難があるが，

主として土壌生産性からみて，今後の課題および問題点

を検討してみたい。

東北地方の中で本県の平均収量は裏東北に比べて低

い。それは環境の条件によるものと解される。気象では

出穂より成熟までの期間の概算日照時間数が少ないこと

が大きくあげられているが，土壌条件によることも見逃

すことができない。A地帯は本県の北上川周辺沖横地で

主要な米ところであるが，透水性不良田が多く，土壌が

還元的になりやすく，板ぐされをおこし，ために初期の

生育は良好でも後期凋落をおこしやすく，気象条件と相

侯って登熟の低下となり，いわゆる収量が頭打ちの現状

である。その傾向は南部ほどはなはだしく，表のような

課題および問題点があげられる。

すなわち，土壌生産力は水田の地下水位，土壌透水性

および土壌肥浄度の3要素と関係が深いことが実証され

ているが，このような低い気象生産力に対応して土壌基
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盤の整備と栽培技術を総合して高位生産技術体系を確立

することが重要である。土壌生産力の増強を基礎として

土壌基盤の整備をもとにした栽培技術の適用によって不

順な寡照気象に対応し，新しい高位生産力水準の生産技

術体系を確立するための研究を進め，県中南部沖積地帯

における米生産力の飛躍的上昇と安定化を樹立しなけれ

ばならない。また，この地帯に普及しつつある晩期追肥

（後期栄養）も充分検討し活用して，稔実の良化をはか

り増産に寄与することが大切である。

B地帯は大部分が火山灰水田で（北上山地および海岸

に散在する水田はのぞく）A地帯とは土壌条件を始め環

境条件を異にし，開田地が多く，透水性の良好なものが

多い。このため初期生育が不良で，穂数確保に問題があ

り，冷涼年における生育遅延等もおきやすい。しかし，

最近では火山灰土壌の改良，施肥技術等の急速な進歩に

よって逐次収量が向上し，岩手郡地方のように急速に収

量が上昇しているところも見られる。倒伏が少なく，燐

酸の肥効が高く，今後の技術改良によってさらに収量の

安定向上が期待できる地帯とも云い得る。

ここでは火山灰水田の生産力増強．ならびに新規遊成

田の早期安定．多収技術の確立を急がねばならない。そ

のために苗素質の改善，土壌改造による安定多収技術等

の確立が重要課題である。

さて，このように考えるとき，水田の基盤整備は今後

ますます審庵的に推進しなければならないし．前述の課

題および問題点の早急な解明がはかられねばならない。

そのため，当面地力の維持増進をはかるための有機物等

の施用，さらに，熔燐珪カル多施用による土壌改良なら

びに施肥の合理化等を多収化の土壌条件として研究を進

めるようにしたい。

宮城県におけ　る今後の稲作

山　　崎　　慎　　一

（宮城県農試）

宮城県における水稲生産主要因の現在までの推移と今

後の発展の可能性については次のように考えられる。

1．水稲作付面積の動向

現在の宮城県の水田面掛は119，000加で，最近10カ年

の面積の増加は第1図のとおりである。昭和35年と40年

を2つのゼークとしての8，14恥αの増反．1，785肋の廃

田．計6，34的αの純増加となっている。

この面栖増加の内訳は，畑地の変換75％，開墾による

水田造成　22％で圧倒的部分を占め，残りの3％が干拓

によるものである。

今後とも稲作に対する保護政策がつゞけば，水田面硬

は漸増するであろうが，今後10年間について推定する

と，水利ダム造成の進展にもよるが，開田可能の畑地

画境はほぼ5，000肋程度の増大にとゞまるものと考えら

れる。

2．単位面積当り収ま

宮城県における昭和元年以来の40年，ならびに同期を

四分した10年ごとの収量の年次に対する一・次回帰をみる

第1国　最近の水田両横の増加


